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ある。この行訴法は昭和 37 年に成立し、平成 16 年に大きな改正を経たもの















（１） 　近年の研究として、仲野武志「取消訴訟の存在理由」自治研究 91 巻 12 号（2015 年）
101 頁、中川丈久「行政訴訟の基本構造（1）抗告訴訟と当事者訴訟の同義性について」

























































2009 年）248 頁、同「裁判官による和解勧試の法的規律（1）」法学協会雑誌 117 巻６
号（2000 年）757 頁、鈴木正裕・青山善充編『注釈民事訴訟法（4）裁判』（有斐閣、





















































































（９） 　新堂・前掲注（5）367 ～ 368 頁。また、梅本吉彦『民事訴訟法』（信山社、第４版補
正、2010 年）1010 頁は、これらの要件に加え、訴訟物の全部又は一部を対象とすると
ともに、その対象となる請求を特定できること（請求の特定性）も要件とする。
広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 154
－ 137 －
生じるかを確認する。訴訟上の和解は、確定判決と同一の効力を有する（民




















































の和解における法的性質論と既判力論」法学研究 88 巻７号（2015 年）41 頁以下もある。
（13） 　田中二郎編著『行政事件訴訟特例法逐条研究』（有斐閣、1957 年）111 頁（田中（二）
発言・小沢発言）。























（14） 　南博方編著『注釈行政事件訴訟法』（有斐閣、1972 年）80 頁（第７条解説担当、高
林克己）。
（15） 　宮田三郎『行政訴訟法』（信山社、第二版、2007 年）299 頁。































（19） 　南博方『行政訴訟の制度と理論』（有斐閣、1968 年）133 頁。




















































（21） 　石井昇「行政上の和解契約の許容性」甲南法学 30 巻３・４号（1990 年）238 頁。
（22） 　石井昇「行政上の法律関係における和解―その許容性と有効性―」甲南法学 37 巻３
号（1997 年）139 頁。
（23） 　阿部泰隆「行政訴訟特に租税訴訟における和解における和解に関する管見」自治研
究 89 巻 11 号（2013 年）26 頁。























































法二六五条）を手がかりにして」法政研究 68 巻１号（2001 年）297 頁以下、同「裁判
外紛争処理：民事裁判における訴訟上の和解（司法型 ADR）を中心として」公法研究
63 号（2001 年）185 頁。
広島法学　40 巻１号（2016 年）－ 146
－ 145 －
　（3）　和解否定説　　まず、否定説の代表的な見解に立つ雄川一郎教授は、





















（26） 　雄川一郎『行政争訟法』（有斐閣、1957 年）216 頁。
（27） 　一方で、雄川教授は、「なお、裁判外の和解は、和解契約の内容と手続が、実体行政
法に適合する場合であれば許される」とし、裁判（訴訟）外の和解は一定の条件のも





























（29） 　原田尚彦『行政法要論』（学陽書房、全訂第七判補訂第二版、2012 年）427 頁。

























（31） 　塩野宏『行政法Ⅱ　行政救済法』（有斐閣、第五版補訂版、2013 年）179 頁以下。
（32） 　富澤達「行政事件における和解」鈴木忠一・三ヶ月章監修『実務民訴法講座　８』（日
本評論社、1970 年）290 頁。






















































1984 年）70 ～ 71 頁（第７条解説担当、片岡安夫）。

















































































































（42） 　交告・前掲注（8）132 ～ 133 頁。また、阿部・同上６頁は、本判決を「時の裁量」
の問題とした上で、処分本体に関する和解ではないので、抗告訴訟において和解を認
めたれとしてはいささかずれているが、いちおう和解許容例とする。
（43） 　交告・同上 133 頁。
（44） 　町立幼稚園への入園の仮の義務付け（行訴法 37 条の５第１項）を認めたことで注目
された徳島地裁平成 17 年６月７日決定判自 270 号 48 頁の本案訴訟は、行政処分の効
















































































（48） 　しかし、これも取消訴訟を念頭に置くものであり、行訴法 32 条１項が準用されてい
ない他の抗告訴訟では、別途考える必要がある。



























政と行政訴訟』（弘文堂、1987 年）20 ～ 21 頁による。




た関係行政庁に訴訟上の地位を与え（行訴法 16 ～ 23 条）、⑥職権証拠調べを認
め（行訴法 24 条）、弁論主義を補充し、裁判の適正を確保する。そして、批判
も多い制度であるが、⑦執行停止の申立てに対し内閣総理大臣の異議が認め
られる（行訴法 27 条）。最後に、特殊な判決の効力として、⑧取消判決には第
三者効が認められており、処分が取消された場合の行政法関係を規律してお
り（行訴法 32 条）、⑨一般の民事訴訟には認められていない判決効（拘束力）が
規定され、判決の実効性を担保している（行訴法 33 条）。
　
　（2）　調整原理と抗告訴訟の性質　　本来、処分権主義のもと、一定の要件
で認められる訴訟上の和解が否定ないし制限的に肯定されるのは、行政法（実
体法・訴訟法）上の原理・原則との調整からである。具体的には、①法律によ
る行政の原理、②行政処分の一方性、③判決の第三者効、④行政裁量と法律
適合性等との調整である。当然これらは、一般民事訴訟においては考慮され
ることはないものであり、抗告訴訟の運営のために必要なものである。もし、
抗告訴訟における訴訟上の和解を法律によって規律（条文を加える等）しよう
とする場合は、無視できない事項であるといえる。
　
おわりに
　本稿は、抗告訴訟における訴訟上の和解が許されるべきか否か（許容性）を
主題とするものではなく、抗告訴訟における訴訟上の和解の許否の論争を通
じて、抗告訴訟において、行訴法７条が「民事訴訟の例による」とする場合
の民訴法上の原理・原則の修正・調整のされ方を明らかにした。今回、修正・
調整の対象となった民訴法上の原理・原則は処分権主義であったが、他の原
理・原則との調整の問題も存し、検討が必要である。また、今回は抗告訴訟
に限定したが、他の行政事件訴訟との検討の余地もある。
